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１．自己紹介

• 大学での担当講義：社会保障論、公的扶助論、住宅政策論
• 狭い意味での専門は、民間賃貸市場の家主さん
• 業績の中で、オープンアクセスのものは、以下から
ダウンロード可能。オープンアクセスのもの以外で
ご興味があるものがありましたら、PDFをお送りい
たしますので、ご連絡ください。

https://researchmap.jp/kazuhirosato/
• なにかあればその場で挙手・ご意見を
cf.学生から不評な授業：

…早口、大声、内容が分からない
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1-2．目次案

1.自己紹介、目次
2．空き家問題が意味するところとはなにか
3．新築主義の困難と転換
4．リフォーム・リニューアルの可能性と意義
5．まとめ
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2．空き家問題が意味するところとはなにか

①需要減：人口減少（2008年～）・世帯数減少（2023年～）
②供給過剰：新築ビジネスモデルからの脱却が課題（後述）
↓
（a）需給関係からすれば明らかに不自然
（b）地域差：人口の都市一極集中⇔人口減少が大きい程将来の人
口減少率も大きい
「空き家問題は住宅問題というより……地域問題、人口問題」であ
る（伊藤 2018: 70）
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参考1．空き家の内訳の割合（単位：%、全国）『平成30年住宅・土地統計調査』
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参考2．その他空き家×人口増減（r=-0.76）
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補論1．スライド7の図表をどう作ったか
47都道府県を対象として、
①2018年住調から、（a）賃貸・その他・売却の3種類計に占める
その他空き家の割合を出し、（b）その順位で並べ、（c）全国平均か
らの差で並べた
②『国勢調査』から、（a）2020年から2015年の人口増減の増減
率を出し、（b）その順位で並べ、（c）全国平均からの差で並べた
③以上から散布図を作成し、2つの変数の相関係数は-0.76であ
り、その他空き家が増えるほど人口が減っている傾向がある
＊その他空き家は、『住宅・土地統計調査』2018年より、第1-1表
（住宅数）および第35-1表（空き家の種類）から算出。人口増減は、
『国勢調査』より、第3表その1から算出。以上よりさとう作成。

7



3-1．新築主義とその困難
①敗戦時点420万戸不足→1973年には住宅数＞世帯数→空き家率上昇
②住宅不足の量から質へ⇔新築主義／建設戸数主義の継続
③政策によって、（a）住宅の質（規模水準・設備水準）が義務的に定められてお
らず、（b）住居費負担率もないので、質と費用とが結びつけられていない
→長期的な視点に立って良質なストックを維持する発想が弱い：スクラップアン
ドビルド

④新設住宅着工戸数の減少
（a）全体：2019年88万戸→2040年46万戸減少
（b）持家：34万→27万戸、分譲：28万戸→21万戸、貸家：26万戸→18万戸
⑤新設住宅着工床面積の地域差（吉田 2018）
（a）最も減少率が小さい東京都でも、2017年対比で2035年は16%減少
（b）青森県・秋田県・福島県・山梨県では、対2017年比で50％以上減少
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参考3．空き家数と空き家率（『住宅・土地統計調査』2018年より）

52
103

172

268
330

394
448

576

659

757
820 846

2.5

4

5.5

7.6
8.6

9.4 9.8

11.5
12.2

13.1 13.5 13.6

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1963 1968 1973 1978 1983 1988 1993 1998 2003 2008 2013 2018

空き家数 空き家率



3-2．新築主義からの転換

①消極性：新築価格の継続的上昇
②積極性：新築主義の多面的問題と転換の必要性
（a）GDPの3%程とされる住宅投資の質（cf.伊藤 2018: 70）
• アメリカでは住宅資産額と住宅投資額累計はほぼ同じ⇔日本では住宅投

資額累計850兆円に対して、住宅資産額は350兆円に過ぎない
• 目的と手段の転倒：法定耐用年数は税務用に作られたもの…年数が経つご

とに税負担が軽減される仕組み
（b）環境負荷という観点からみた住宅「使い捨て」（市川 2022）
• 住宅を建てる時に木材とコンクリートを必要とし、CO2を大量に排出／住宅

の解体も同様
• 人口減少でありながら、人口当たりの新築住宅が欧米よりも多い
• 短期間で住宅が廃棄されており、住宅が使われる平均期間も短い 10



参考4．不動産価格指数（国土交通省『不動産価格指数』／2010を100とする）
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参考5．中古住宅市場活性化ラウンドテーブル 平成２５年度報告書 附属資料



参考6．人口千人当たりの新設住宅着工戸数

〇
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参考7．
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4-1．市場としてのリフォーム・リニューアル

①適切な価格・良質な住宅を供給する方向性
（a）全国展開のハウスメーカーやデベロッパーの建てる住宅は宣伝広告費
など直接住宅の品質に関わらない経費が多く含まれている（中川 2015）
（b）地場の工務店が地元で家を建てるなら、地域の顔の見える範囲で作って
いるから広告宣伝費や余分な人件費は不要

②良質な住宅とは何か
（a）性能評価：「構造の安定」「劣化の軽減」「維持管理・更新への配慮」
「温熱環境」の4分野を必須とする10分野32項目
…新築住宅の3割弱⇔それ以外の多くのストックは性能の把握が不十分
→市場規模の拡大を狙うばかりでなく、リフォーム・リニューアルによって良質
な住宅に
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参考8．リフォーム市場規模の実績と予測結果



4-2．良質な住宅を目指すことの意義
＊2020 年10月、菅首相（当時）は、日本の温室効果ガス 排出量を2030 年に
46％削減（2013 年比）、2050 年に実施排出ゼロを目指すと表明

①省エネ化の推進
• SDGs13：気候変動に具体的な対策を
• SDGs12：つくる責任・つかう責任

②SDGs1：貧困をなくそう／エネルギー貧困の対策
• エネルギー貧困・燃料貧困とも呼ばれる）：「家庭内において社会的、身体的に必

要なエネルギーサービスを得ることができない状態」
（a）特に低所得世帯にとっては、エネルギーを抑制するか、最低生活を割るほどの
出費を迫られる
（b）環境規制のコストを市場で運用しようとすると、所得が低い世帯ほど高い負担
を強いられる
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4-3．
③SDGs3：すべての人の健康と福祉を
• 断熱化は、エネルギー効率を高めることから、暖房費を削減するばかりでな

く、暖かくて快適な部屋で過ごすことを可能にする
cf.室温18℃以上（高齢者や女性はそれ以上）を望ましいとする勧告（WHO 
2018）
→睡眠の質の向上、循環器系の疾患リスクの抑制etc

④政策費用の節減機能
（a）部屋が狭い…健康に悪影響＋バリアフリー化も困難
→高齢者・障害者の方が自立生活を送る上で、空間の狭さが住宅の改築を
困難にし、その代わりに、介護費や医療費を増大させる（上杉・浅見 2009）
（b）居住水準の良質な住宅提供は、介護・医療費用の、本来的に不要な費
用を、節減可能
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5．まとめ
①地域経済、地域社会にとってポジティブな循環を作り出す
（a）新築偏重主義から、質の伴ったリフォーム産業への転換へ
（b）地域の住民にとって、御用聞きとなることの必要性
cf.サービス付き高齢者住宅、改正住宅セーフティネットの登録住宅→狭い→引っ
越しが進まないor後も荷物を元の家に置き続ける空き家の一因（石坂 2023）

②公共性を地域のアクターに取り戻す
（a）利益を上げられるような条件整備
cf.中小企業振興条例、公契約条例
→長期優良住宅化リフォームの補助金、新築同様に住宅ローン減税の対象／リ
フォーム瑕疵保険、住宅履歴保存サービス
（b）雇用、収入源、住み続けられる地域をつくることこそ最大の少子高齢化・人口減
少対策 19



参考9．ZEHストック数の実績と予測結果（着工戸数の累計）
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補論2．人口減少論イデオロギーの形成
①日本における空間的ケインズ主義の定着から放棄へ
（a）全国総合開発計画（1962年～1998年）
（b）国土形成計画（2009年～）

②現在の国土と地域の再編の方向性の矛盾
（a）「国土のグランドデザイン2050」（2014年）
• 首都圏の国際競争力強化を一つの目的⇔2050年時点で人口減少している地域ほど

人口の減少率が大きい
（b）「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」
• 出生率の回復によって、将来的に人口減少に歯止めをかけ、人口構造を変える
• 仮に出生率が回復しても一定の人口減少は避けられないことから、人口減少に適応し、

生産性を向上させながら、効率的かつ効果的な社会システムを構築する
→人口減少地域の軽視と都市一極集中の継続を前提とした将来人口予測
←人口減少・少子化を課題としながら少子化を促す都市一極集中を見直さない矛盾
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参考10.国土のグランドデザイン２０５０ 参考資料.p6

• 全国を１kmメッシュでみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の
６割以上（※現在の居住地域は国土の約５割）

• 人口が増加する地点の割合は
約2％であり、主に大都市圏に
分布

• 市区町村の人口規模別にみる
と、人口規模が小さくなるにつ
れて人口減少率が高くなる傾
向が見られる。特に、現在人口
１万人未満の市区町村ではお
よそ半分に減少
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参考11.転入超過数（住民基本台帳人口移動報告2022より）

• 人口移動の大半が東京圏によるものであり、かつその大半が20代を中心とす
る若年層→若年人口の都市一極集中
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参考12．合計特殊出生率×出生数（人口動態調査2022より）

• 人口が都市部に集中するため、都市部ほど出生数が多いが、合計特殊出生率
が低くなる傾向がある（相関係数は-0.5ほど）
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